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ま え が き

　　　　　昭和45年5月、米国航空宇宙局（NASA）はポスト・アポロ計画の中

　　　　核をなす新い（宇宙輸送システム及びスペース・ステーシ謬ンの計画を示し・

　　　　褒が国がこの計画に参加することを呼びかけた。これに伴なしへ同計画に関

　　　　する国際協力問題について我が国の基本方針の審議に資するため、同年7月

◎角1臥轄醗委齢賦スト．アポ。計醗談会が設醗れた。

　　　　　当懇談会は、参加呼びかけの趣旨に沿い．スペース・シャトル・スペース

　　　　・ステーション及びスペース・タグを対象どして参加問題の検討を行ったか

　　　　これらの計画がな澄流動的であったことなどの理由により．とりあえず昭和

　　　　46年4月7日∴中間報告をとりまとめるとともに。引き続き作業グループ

　　・　を設けて詳細な検討を進めてきた。

　　　　　この間、米国に勢いては．スペース・ステーシ翼ソの開発を当面中止し、

　　　　これにかえてソルティ・ラボラトリーを計画する箏当初の構想に若干の変化

　　　　がみられたものの、これらの計画が軌道に乗づ、着実に進展する見通しが得

　　　　られる状況となった。また、欧州宇宙会議（量SC）を中心とする西欧諸国
◎鶏
　　　　はソルティ．ラ演ラトリーの本体の開発を分担することを決定した・

　このような情勢を踏まえ、当懇談会は、スペース・シャトルを中心とする

システムの開発及び利用への参加問題について検討し、その結果をとりまと

めたので報告する6
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乳　ポスト・アポロ計画の概要及び我状

（D　概要及び検討範囲

　　　ポスト’ア和計画は米国のア麺瀬以後の宇宙濁調として・

　探の諸点を目標として策定された。

　①　人類の生湾9）質を向上させるたや・宇宙技術を人類に直接利益をも

　　たらす分野に応用すること

　②入類の宇宙㌍関する知識を増大させるため・太陽系及びそれ爆遠の

　　探査を行うこと

．③霜醐を騨吻？難師うた細雨いシ禰ムを嘉する

　　こと

　⑳　科学枝術及び経済画での国際的な参加を促進させ。宇驚研究及び探

　　査の利益と経費を分招ずるため、宇宙活動への国際的参加と協力を図

　　ること
　｝9　P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご
　　従、？て・ζのよ、うな曄のもと聯翻れ雄蕊・アポ・小論

甥鰭賄気象翻四通鱒働i卿輝・爆三等の確
、矯天蝋物群等の科学礎を蹄恥骨頒にわたるもρであ

　る・特に将来こ妨の珊ρ蹄騨馨済的勿安全師望めの
　新しい字宙輸送システム及びその利用システムを開発することが本計画

　の中核となっている。

　　ボス．卜●アポロ瀬舞三三げる回れらのシステ噸ジ．

①地球と旧離地騰勘間を記するスペース・㍗招

　②宇宙活勤の基地となる恒久的または半恒久的スペース・ステーショ

　　ン

　③異った地球軌道間もしくは月、惑星等深宇宙に物資を運搬するスペ

殉旧

劇⑰

黛2一、

　一ス・タグであり、米国の参加呼びがみは，これらの開発及び利用に関

　・するものであった。しかし、その後ス凌一ス・ステーションの開発を当

　面中止し、…：これにかえて、スペース・シャトルの宇宙飛しょう中の比較

　的短期間にこれと一体で各種の観測、実験等を行うソルティ・ラボラト

　リー（略称ソルティラブ）をこのシステムに取り入れるよう変更した。

　　しかしな・がら、将来に吾いては、現在計画中のソルティ・∵ラボラトリ

　一一の段階がら・貸入衛星としてスペース・ジャトルから独立して長期間

　飛しょうするRAM（ReSearch　and　APPli餓ti鱒輪dufe）の段

　階・次いで複数個のRA湿を総み合わせて建造する大型スペ＿ス。ステ

　ーションの段階へと発盛し、当初計画されたスペ＿ス．ステ＿シ隷ンが

　実現する可能性が非常に大きいと考えられる。このため．当懇談会は、

　現在具体化しているスペース・シャトル．ソルティ・ラボラトリ＿及び

　スペ…ス’タグのほか、将来開発が予想されるRAMについても検討を

　加えたものである。

（2）現　　状

　　スペース・シャトル、ソルティ・ラボラトサー及びスペ～ス・タグの

　研究及び開発の現状は次のと澄りである。

励スペース・シャト・レ（SP・・e　Sh・tt1・），

　　　スペ…ス●シャトルは・現在のロケットにかわる新しい宇宙輸送シ

　　ステムの主要部分をなすもので効、第1図に示されるように澗体

　　フ噂ス久オ｝ビタ及び外部推進剤タンクより構成されている。オ＿

　　ビタは貨物室（カーゴ・ペイ）を有して回り、この中にペイ臓＿ドが

　収納され・最大約5・トンのぺ和一ドを高度絢8畷瓶の軌道に打

　ち上げることが可能である。
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スペース・シャトルの飛しょう図は第2図のと知りである。・

スペ＿ス・シャトルの開発計画は1972年に承認され、現在、オ

ービタの機体及びメイン・エンジン等の開発が進められてお鉱1978

～｛，979年に初の有人軌道飛行が行われた後、i979年末に実用

化が実現する予定である。

な論、スペース・シャトルの開発は米国独自に進められて澄鉱米

国蹴に綱馴の国がこれ鯵加する可倉旨繍ないことを潮して◎

いる。

　　　　　第筆図スペース・シャ’トル

　　　　　　　　　固体ブースタ

238m

　　オヘビタ
　　　＼　＿「一
　　　　　　　　2へ2m

l一

L＿一一58，9閉

」
綬
○

　
　
融

ダ
唖
i
i
一
弓
3

騨
「
襯一－

卜｝

m4魂

オービタ

三
．

心
梶
」
牒
e
ミ
ム
ギ
ふ
・
X
ー
マ
民
　
図
N

恥

撫
・砂

　§

　「

一一

劃
鞭
思
譲
叡
聖
喫
虞
ぶ
念
縦
思
環
環
懸
b
円
轄
　
．
。
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
則
聖

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
K
鰍
陣
六
一
※
　
ト

　
　
（
躍
贈
矧
～
回
）
　
に
掴
Q
N
騰
る
孫
％
　
，
O

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
ゆ
虞
ゆ

羅
覇
思
円
幾
慧
へ
N
祇
）
。
⊃
灘
昼
へ
N
依
「
敵
姻

蝿
誰
芯
魂
踊
思
祇
－
卑
呈
ム
．
灘
型
臨
写
蕎
め

　
　
　
　
　
　
　
に
馨
“
％
⊃
牒
　
　
楓
b
一
喰
　
，
矧

　
　
　
　
　
（
回
O
Q
～
O
回
）
慶
鰹
碑
。
乱
丁
㌣

塁
霞
宰
ゆ
↑
機
思
d
『
掛
竃
桶
思
ム
ー
婿
る
甑
ワ
・

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
屡
回
i
紙
駁
ー
ト
　
φ
．

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
藷
。
噂
潔
　
遡
羅

　
　
　
　
　
　
　
　
　
⊃
避
皐
紙
駁
ー
ト
茸
囮
　
、
N

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
。
ゆ
加
ゆ
藤
葦

思
壇
匝
飼
祇
駁
ー
ト
雌
囮
掲
N
塾
N
8
N
や
帆

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
b
円
鎗
　
．
一

（
回
O
O
凶
彙
）
一
一
一
紙
勾
1

o

一5一一

瑠
誌
巽

響
鷺
篇
蜂
籏
．

．
一
難

ぎ
ー



（イ）　ソルティ・ラボラトリー（Sortie　Labor銚◎ry・略称S◎rtielab）

　　ソルティ・ラボラトリーは．有人宇宙実験室として、スペース・シ

　ャトルのカーゴ・ベイに搭載され、低高度地球軌道に打ち上げられる。

　軌道上にお・いては、スペース・シャトルから分離されることなく1～

　4週聞にわたり各種の観測、実験等を行い、終了後再びスペース・シャ

　トルのカーゴ・ベイに収納され．地上に運搬される。欧州ではこれを

　スペース・ラボラトリー（Space　Laboratory。略称Spacelab）と　⑳

　称している。

　　197ろ年7月，欧州宇宙会議（ESC）は．欧州宇宙研究機構

　（ESRO）の特別プロジェクトとして、スペース・ラボラトリーを

　開発し、米国のポスト・アポロ計画に参加することを決定した。

　　これに基づき．現在スペース・ラボラトリーの開発に関して、次の

　5つの’協定及び覚書が締結されている。

　①　ESROとESRO加盟国政府との間の協定

　②米国政府と避SRo加盟国政府との間の協定

　③NASAとEsROとの間の了解覚書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰
　　これらの内容は、概略次のと澄りである。

　①　ES皐q加盟国（礎0ケ国）のうち・スエーデンはこれに参加し

　　ない。

　②　スペース・ラボラトリーめ開発に必要な経費は参加国が分担する。

　③　ESROはスペース・ラボラトリーを開発し、スペース・シャト

　　ルの実用化の時期に間に合うよう1機を無償でNASAに引き渡す。

　④NASAは、少なくともスペース・ラボラトリー1機を追加調達

　　する。
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　⑤スペース・ラボラトリーの開発、打上げ、運用等に必要な技術資

　　料を相互に交換する◎

　⑥ESRO及び参加国は、自らが利用する飛しょう計画に乗員を参

　　加させる機会を有する。特に、最初のスペース・ラボラトリーの飛

　　しょうに際しては・乗員のうち1名を欧州の乗員とする。

　　これに伴ない、米国は独自にソルティ・ラボラトリーの開発を行わ

　ず、ESROにより開発されたスペース・ラボラトリーをスペース

　・シャトルにより打ち上げる。また、米国はこれらを用いて行う観測、

　実験等について、開発への参加の如何を問わず、第5国との共同計画

　及び費用分担方式による参加を促進することとしている。

　　スペース・ラボラトリーの構成は、加圧された有人実験室と非加圧

　の機器取付けプラηトホーム（パレット）からな為ものとされている

　が（第ろ図参照）．現在，フェーズB・ディフィニッシ窯ン・スタデ

　ィが進行中であり、実施される観測、実験等は決定されていない。

　　なお・、スペース・ラボラトリーは、　1978年末に米国に引き渡さ

　れ，1979年末にスペース・シャトルにより打ち上げられる計画で

　ある。

（ウ）　スペース・タグ（Space　Tug）

　　スペース・汐グは、スペース・シャトルとともに新しい宇宙輸送シ

　ステムを構成し、この輸送システムの活動範囲を拡大するものであり、

　スペース・シャトルで低高慶地球軌道に打ち上げられたペイロードを

　静止軌道等のさらに高い軌道に．又は月、惑星等の深宇宙に運搬し，

　また、ペイロー，ドの回収を行う再使用可能なロケットである。スペー

　ス・タグの低高度地球軌道への運搬及び地上への回収はbスペース・

一一 W一

9

殉
、

撫　z

　シャ、野ルにζり行われる。

　　，教ペー冬・タグの研究については、当初米国及び欧州字宙ロケット

　開発機構（起しDO）で行われてきたが．米国が技術的及び管理上の

　理由によリスペース・タグを独自で開発することとしたため，現在、

　その研究は米国のみによって続けられている。現在までの検討に澄い

　ては、高性能の本格的スペース・タグが開発されるまでの当分の間を

　補う方法として．次の3案が考えられている。

　①　現在のロケットの上段部を一・部改造して使用する。

　②　現在のロケットの上段部を相当程麿改拳することにより、再使角

　　可能なものとして使用する。

　③再使用可能な暫定的スペース・タグ（Interim　SP残ee①ug）を

　　開発して使用する。（このスペース・タグをもとに本格的スペース

　　・タグを開発する。）

　　　な澄、一般的に旧格酌スペース・タグの実用化は1985年以降

　　と考えられている。

参加課題

当懇談会は、堰で述べた状況をふまえ．可能な限り広範な分野からテー

マを発掘し、これらのテーマをスペース・シャトルを中心とするシステム

を利用して各種の観測、実験等を行う「利用テーマ」とその利用の遂行に

用いられるシステムの開発を行う「開発テーマ」とに分類した。

　「利用テーマ」については、テーマの分類、個々のテーマの遂行上の条

件、研究の現状等の検討を行い．「開発テーマ」については、テーマの分

類及び検討とともに、それらのテーマを包括的に把握するため、各種モジ

ュールの概念の具体化を行った。その結果を第1表及び第2表に示す。
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　な診．これらのテーマについては、将来に診ける学問及び技術の進歩

並びに社会の変化に応じて．追加または修正を行う必要がある・

醜隔
第1表　現在までに発掘された利用テーマ
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検 討　　結

テ　　　一　　　マ　　　名
① ②

天文学及び宇宙空間科学に関する測定及

実験

x線望遠鏡による天体観測 ○
　
　
：

◎

電子エネルギースペクトラムの観測 ○ ○

エマルジ望ン　クラウドチャンバーに：よ ◎ ◎

る宇宙線の観測

軌道上におけるプラズマ物理の実験 ○ ◎

電磁流体実験 ◎ ○

地球物理学、地理学等に関する計測及び

験

地磁気等の観測 △ ○

地文、地形等の観測 △ ○

大気圏、中門圏の微成分の観測 ○ ○

医学，生物学に関する実験及び研究

睡眠の本態に関する研究 ◎ ○

作業活動の特性に関する研究 ◎ ◎

・嗣1：2幽一

，鴨

鋤一一彫

一L

果 ＊

備

③ ④

○ R 儲な大琳縫遠

星その伽の宇宙物理

等、国際協力が必要

○ s　：R， 軌道上に澄ける電子

○ R 宇宙空間から飛来す

○ S　R 宇宙空闇を利用した

○ s　：R、

○ S　E

○ s　：R， 1

○ S

○ S　R 長期磁力状態下に

でも可能だが人蘭あ

○ lSR 宇宙環境下での人間

考

精密な大型X線望遠鏡を用熔た太陽盤測並びにX線

　　　　　　　　　　　　　7：騨の同時観測

輔上臨ける謝のエネルギ醗嶽態噸測

報空間から飛来する三線三冠鋤潰1定

霜空闇を回したプラズマ樋の鰍

購力状態下

宇鹸境下での燗の筋システ云轍薪温ぐ惣
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検　　討　　結
テ　　　一　　　マ　　　名

① ②

○心循環系の研究 ○ ◎

○宇宙での感覚認識の特性に関する研究 ◎ ◎

○異常重量環境下での生体現象の研究 ○ ◎

9放射能・異常磁場その他の生体への影響 ○ ○

の研究

○宇宙での保健管理、維持，生活のあり方 ◎ ○

に関する研究

○宇宙病の予防と診療に関する研究 ◎ ○

○免疫学上の研究 ○ ○

○閉鎖生態系の研究 ◎ △

○宇宙船内外での生体俣護装備に関する研 ◎ △

究

○宇宙救急に関する研究 ◎ △

○細菌プロセスの研究 ○ ○
’　、

〆　「

4．電波通信等に関する実験及び開発

○光周波帯による通信実験 △ ○

○ミリ波帯等による通信実験： △ ◎

○各周波帯による対流圏伝搬特性の測定 △ ○

○多重通路の実験 △ ◎
」

一14一

七

果 ＊

③ ④
備 『考

○ S　R 宇宙環境下での心循環系の調整機檎ゐ解析

○ S　H 宇宙環境下での入間の感覚機能の研究

○ S　R 宇宙環境下での人聞の重力適応性の研究

○ S　R 宇宙環境下での特殊条件が人体に与える影響の研究

○ S　R

宇宙環境下での健康管理等に関する研究

○ S　R

○ S　R

△ S　R 閉鎖系における生命維持に：関する研究

△ S　R 宇宙服、生命維持撫能に関する研究

△ S　B， 宇宙での事故の際の緊急避難シズテムの研究：外国

との密接な協力が必要

△ S　R

具体的実験内容によっては、有人システムが必要と

なることもある

○ S　R

○ S　R

○ S　：R，

○ S　R
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「
寡
い
．
、

幾

難

敵
慧
㍑

嵩
馨
難
冗

彫
ー



テ マ
名

　○衛星から放射される電波エネルギーによる

　通信への干渉の測定

　○地表雑音の測定

　○時刻同期の実験

5．宇宙に負ける物性及び材料工学的実験及び

　開発

　○無重力を利用した純粋結晶生成等の実験

　○新部材・歯髄部材の製造技術の開発・

・特殊通信用部品等の製造技術の疹醗

　○新加工技術の研究

6　機械部品、電子部品、搭載用機器等に関す

　る実験及び開発

　○軌道上のプラズマ中におけるアンテナの動

　　作試験、、

　○電子機器等の機能試験

　○電子機器部品、機械部品の軌道上耐久試験

　○各種部材の軌道上耐久試験

　○宇宙動力用機器、部材等の先行的研究

一16一，

①

△

△
△

b
　
◎
◎
◎

※
△

○
△
△
△

■贋

検　　討　　結

②

○
　
○
◎

◎
　
○
○
○
、

○
　
○
◎
○
○

＊果

③

○
　
○
◎

△

△
△
△

○
　
○
○
○
○

備
④

k 地表雑音

信の雑音

R

S　R

S　8 真空、無重

させる。

S　R

S　R

S　R

R
：
R
・
R

B

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

地表雑音．衛星の自己雑音の特性等を測定し、通

信の雑音除去に役立てる

真空、無重力の特性を生かし葛精度の結晶等を生成

｝宇宙空間に溢ける櫟器の機能試験（※は：場合によ
く

　り◎）

　低温動作エレクトロニクス等の実験

レ謝　ける各＿部材翻久試験

一17一
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馴■『

　　｝

テ マ 名

手　　討　　結

　　　　　　τ

Z　宇宙の開発に伴う実際的利用に：関する実験

友び開購

　○各種地表データ等の取得及びその解析

○航空機及び船舶の位置決定システムの実験

○移動通信の実験：

○衛星の自動航行システムの実験

a　スペース岬・シャトル、スペース。タグの利用

　○大型衛星の打上げ

　○深宇宙探i査

△

△
　
△
　
△

②

○
　
○
◎
△

幽

一一
P8一一・

果　　＊｝

　③

○
　
○
○
○

④
備 考

気象観測・資源探査地球環境状熊の監視等：国際

協力が必要

航空衛星及び航海衛星システム確立のための実験

大型衛星、大型静止衛星等の打上げ

金星亀火星等の探査

一19一一
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＊）検討結果凡例

爵溶一ト遺
①有入システムが必

　要か。

②当該テーマについ

　ての我が国の水準は

　どの程度か。

⑧　当該テーマについ

　ての我が国の協力体

　制の現状は整ってい

るか。

④当該テ～マの遂行

tは

◎

必要である。

特に進んでいる

ものがある。

一応整、っている◎

○

やや必要である。

進んでいる。

容易に整えられ

る。

△

必要ではない。

遅れている。

かなりの準備が

必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　へ　S：ソルティ・ラボラトリニで可能である。

　R：RAMで斑能である。
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△

必要ではない。

遅乳ている。

か潅りの準備が

必要である。

さ可能である。

第2表各種モジュール案

種類

ソ
ル
テ
ィ
・
ラ
ボ
ヲ
ト
“
リ
…

轟
閾
、

H

　　モジュール名称
　　　　　　　　　（仮称）

ソルティミッションモジ甑一ル

（8MM：S・rtie　M温ssi・雛

歪護odu量e）

A「
一
」
（
ン

磯
・

M

宇宙科学実験モジュール（SSLM

　：Space　Sc重ence

Lab・rat・ry　M・du1e）

宇宙医学実験モジュール

（SMLM：8pace　Med童cal

Lab。，at・ry　M・da至e）

静止実験モジュール（GLM：

Geostatio離ary　Labo－

rat・・yM・・唄・）

　　　　　　　モジュールの特

ソルティ・ラボラトリーが将来のRAMの開発やスペース・ステー

シ。ンの建造の前段階となる可能性を考慮し、物性及び材料工学

的実験のような比較的短期聞で遂行できる「利用テーマ」の他、

将来の「利用テーマ」遂行のための小規模かつ多角的な実験を行

うためのモジュールである。そのため有人気密部と無人真空部を

有している。他のモジュールのように特別な生命維持系や姿勢制

御系を有しない等、簡単な構造である。

徴 実施し得る

やスペーース・ステー ○　第1表参照（ソルティ

物性及び材料工学

用テーマ」の他、

多角的な実験を行

　　　実施し得る「利用テーマ」例

解1表参照（ソルティ・ラボラトリーで可能なテーマ）

　　備　　　　　　　　考

RSROは、この種の実験等を目的

としたスペース・ラボラトリーを開

発する。

天：文学及び物理学等の「利用テーマ」を行うことを考慮したモジ　　○

ユールで、高精度の姿勢制御を行ったり、宇宙空間実験室として　　○

機能したりする巾広い機能を有している。そのため、有人気密部　　○

と無人部の切り離し、再結合等を可能にして澄り、実用にあたっ　　○

て越極めて汎用性が高い。　　．

医学及び生物学の「利用テーマ」を行うことを考慮したモジュー

ルであり、有人機能に重点をおき、内部の居住性を必要とする。

また、室内空間を大きくとっているので、将来の宇宙工場として

物性及び材料工学実験、通信関係の実験への利用等多くの用途が

ある。

静止軌道で行うことが必要な応用的研究及び開発に関するテーマ

を行うためのモジュールであり、低高度軌道から静止軌道への運

搬及び胤橿用推進ステージと一対になっている。

○
○
○
○
○
○
○
一
〇
〇
〇

x線望遠鏡による天体観測

電子エネルギースペクトラムの観測

エマルジョンクラウドチャンバーによる宇宙線の観測

電波及び通信に関する実験

睡眠の本態に関する研究

作業活動の特性に関する研究

心循環系の研究

宇宙での感覚、認識の特性に関する研究

異常重量環境下での生体現象の研究

無重力を利用した純結晶生成等の実験

移動通信の実験

電波及び通信に関する実験

の製造技術の開発

の位置決定システムの実験

ﾖする実験

本モ

ｻ後

本モジュールは、スペース。タグの実

現後に実施される必要がある。

隔㎡！

」

一21～22一
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　　モジュール名称
　　　　　　　　＿」乙反i匠L＿～

宇宙動カプラントモジュール

（SPM：Space　層Power

P董、nまM・d・1・）

地球観測モジュール（EOM：

Earth　ObserVa員。貧

モ　　ジ　　ュ　　一　　ル　　の　　特　　徴 実施し得

恒常的なスペース・ステーシ．ンを維持するために必要な動力を専

蜩Iに供給するためのモジュールで、太陽電池を主動力源とする

ｾ陽電池タイプ（SPM－S）と、原子力発電を動力源とする原

q力タイプ（SPM一一N）とが考えられる。
「噛曽，一，

地球上の種々の現象を観測することを主目的としたモジュールで・

ﾏ測データの増大に伴う通信容量の飽和を避iけるため・搭載した

Rンピューターと搭乗員の手によって取得した情報を整理した上

ﾅ、地上へ送付するものである。低高度軌道タイプ（EOM－L）

ﾆ静轍道タイプ（EOM－G）が考えられ妤黶Q．＿⊥

地磁気等の観測

n文、地形等の観測

e種地表データ等の

n球管理システムの

嘲＿隔騨一一臨い騨・…　　　◎一9　　●●馳騨一劇馳

実施し得る「利用テーマ」例テーマ」例 備

SP簸一Nの開発は、

　　　　　　　　　　考

えられるが、基礎研究の推進は、有

効である。

　　　E・嵐鰍錫合も巌ら編ハ

　　　猛0瀬一Gは、スペース・タグの実現

　　　後に実施される必要がある。

＿ま　　　　　　　＿＿」

．亜

礁《・
宏、動

《

＼ヂ

　　　∫
『．」＿＿．幽｝隔」“

一2ろ～24一
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Ψ＿．＿」一罐一｝一卿嶋，罐

梱閣酵

　　　　ろ．参加に関する考え方

　　　　（1）参加の必要性

　　　　　　　スペ＿ス。シャトルを中心とするシステムは張経済性及び安全性に主

　　　　　　眼鯛広い用途をも画人輔システムセ南裾御テ砥

　　　　　　198・年代以陶有入節濁の主瀧なし酒壷甲を騨とする

　　　　　　多くの国が、これを用いた宇宙活動を行うものと考孝られる。

船　　我梱に紳ても、このようなシステムにより三二節うこ拶

　　　　　　強く期待されて怠り、これを実現することによって・学術の進歩乱r生活環境

　　　　　　の改善等に大きく寄与ナるもめと考えられている。しかしなが転有人案函シス

　　　　　　テムには滴度の獅と非常窺い信灘が要求されるとともに・この蹴には

　　　　　　莫大雄費を必要とするため親時点に帥て我が国が独郎これを開発す

　　　　　　ることは不磯である．このよう輔を噛すれば・我が国が必要とす

　　　　　　る幅広畔宙活動を類するためには、ポスト・ア和計画への参加呼

　　　　　　びかけに対して、何ちかの形でこれに参加する必要がある。また・この

　　　　　　よう纒際論への参加によって・輔科報術の鴎的交流及び国際

　　　　　　友好の促進に寄与することができる・
嘱勤
　　　　　（2）参加の可能性　　　　　　　　　　　　＼いビへ・・L

　　　　　　　当初、米国は新しい宇宙輸送システム（ヌk乙ス・シャトル及びメペ

　　　　　　＝ス・ダ）と塵ス・序シ・ン幽二七びと勘郷の

　　　　　　七世界吝国の参加を要請した。しかし、その後米国がこの宇軍強挙．シス

　　　　　　’テムの醗には外国の参加を認め於こととしたため・当懇談会に紳

　　　　　　ても…ス・シャトルを中やと殉ステムの利用及びモ％Lノ噂

　　　　　　の開発鯵加噸晦嘩討幽てきた・その三郷と
　　　　　　　して参加の可能性の麺茸利用輝として次のものが考回れ・ζれ
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－曝

　らの分野に臨ける各種の観測、実験等を実施するために必要ないくっか

　のモジュール案を作成し、その概念を明らかにした。但し・利用分野の

　順序はその重要性を示すものではない。

　①　天文学及び深宇宙を含む宇宙空間科学

　②地球物理学、地理学及び地球観測

　③医学及び生物学

　④通信及び航行

　⑤宇宙における物性及び材料実験

　⑥各種機器の宇宙環境実験

　　この間に、欧米における焼入宇宙システムをめぐる状況にも大き可変

　化が生じ、米国は大規模なスペ…ス・ステーションの開発を当面取り止

　め、ソルティ・ラボラトリーを開発する計画に変更した。これをESRO

　はスペース・ラボラトリーと称し・その本体を開発することと羨つた。

　このため、我が国がこの本体の開発に参加する余地は壕いが、現在スペ

　ース・ラボラトリーを用いて行う各種のミッシ・ヨンの明確化作業が遂時

　行われているので、我が国がこれに積極的に参加ずることによって、我

　が国の利用テーマを宰施すうためのサブシステムを開発することが可能

　である。また。将来においてはスペース・ラボラトリ昌一に加えてさらに新

　しい利用システムの開発が予想され、その際には我が国がその開発に参加する

　可能性が十分あるものと考えるb、．

　　友お、管制、通信救急等『）支援ヒステムのうち、通信システムについては、

　我が国は相当の技術能力を有レているので、その整備にあたってはかなりの寄

　与が可能であると考える。特に、我が国の利用テーマを実施する場合、その

　実施に遅漏：な情報伝送網の整備は有効である。

（3）参加にあたっての提言

　　輔醗財壷掘欝と多く9欄を必響と銘ので溜騰画鯵加にあたっ

　ては・国内動ける計画との調和を図りつつ効率的にこれを進める必至がある。現在、我

　9が国には≦宇宙開発計画（昭和48年度決定）に：基づいて推進している売ジ出クトのほか、科

　　　　　　　　　　　　　　　一一26一

醗㍉

、

学研究の分野においても実利用の分野に澄いても．独自の宇宙開発をさらに：発展さ

せたいという要請が強い。このため、我が国は、今後肇0年間程度を見と

診しても新たな人工衛星及びその打上げ用大型ロケットの開発を含む相

当規模の独自のプロジェクドを消化する必要がある。

　従って、スペーヌ・シャトルを中心とするシステムの開発及び利用へ

の参加にあたっては、次の方向で対処することが適当と考えるが、今後、

具体的な参加テーマの選定に際しては、上述の国内プロジェクトとの間

の十分な誰整を図りつつこれを行う必要がある。

①　当面、宇宙輸送システム及びスペース・ラボラトリーを利用して行

　う各種の観測、実験等には、必要な搭載機器、データ取得装置等を含

　むサブシステムの開発を行い、積極的に参加する。な鉛、スペース・ラボ

　ラトリーの利用については、その開発の主体が起SROであるので、

　米国のみならず西欧諸国とも緊密な連絡を俣っ。

②将来、：有入宇宙活動が活発になり、現在開発中のスペース・ラボラ

　トリーに加えて新しい利用システムが開発される段階には、モジュー

　ル等の開発を行うなど参加の規模を拡大する。また、この場合には観

　測・実験等を効果的に行うため、乗員の派遣についても考慮する。

　な料スペ｝ス・シャトル及びスペース・ラボラトリーの開発の進展

に伴ない・現在、米国はこれらによって実施する各種のミッションを明

確にするため・三次我が国に対しても，その明確化作業への参加を呼び

かけている・今後・これに加えてさらに実際の観測、実験等の実施につ

いて具体的参加の呼びかけがなされるものと考える。また．スペース．

ラボラトリーに加えて将来新しい利用システムの開発の可能性も考えら

れる◎
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■圏嘩

碁・

このよう備鄭かん力殊参加テ「マを広範かっ体系的に調査すると

ともに河能なものから遂鯵加することとし港に次の点に留意する

必要があるび、

①参加の本格化にともない、相当の資金と人材が必要となるのでボ関

係鞭の間に醐る＋舷意志の疎通と意見の離を図るとともに

蕗三民の蝶溺力を得るよう普及醗活動を嘱強化する6

②三際翻を効果的かつ囎雌進ずるため・計齢欄の段階から

研究欝実務者ソペルの各種会合へ専門家を派遣できるような措麗を

　講ずるどともに．海外機関と一層緊密な連繋を俣ち、詳細かっ適確な

　情報の入手及びその迅速な伝達に努める。匙

・角

鱗、

参考1

ポストアポロ計画懇談会の設置について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和45年7月1日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発委員会

1．　設置：の目的

　　ポストアポロ計画に関する国際協力問題についてのわが国の基本方針の

審議に資するため、本委員会にポストアポロ計画懇談会を設置し、前記方

針についての検討を行なう◎

2．検討事項

　　ポストアポロ計画に対ず『る協力の必要性、協力の可能性その他本問題に

ついてのわが国の基本方針の審議に必要な事項

5．検討期間　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　、

　　7月から開催し、本年末までに一慮の検討を終えることを目途とする。

4．構成員

　大野委員を座長とし、層別に委慶長が指名する宇宙開発委員かよび関係各

界の有識者（約50名）によって構成ナる。

し、孝

一28一
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参考2　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　ポスト。アポロ計画懇談会名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（順不同）

座長　網　島　　　毅　　宇宙開発委員会委員

　　　（座長　大野勝三　　昭和46年4，月14日まで）

夫
夫
禧
郎
雄
夫
／
二
郎
建
光
一
稔
篤
男
四
美
助
宏

　
　
　
次
　
　
　

次
　
　
　
　
　
　

代
　

之

昌
雅
東
健
文
晃
英
弥
　

正
文
　

弘
英
喜
和
純

県
識
藤
積
田
川
上
上
田
島
口
田
二
二
上
田
田
田

山
吉
．
八
安
池
石
井
井
須
大
小
小
高
上
川
河
岸
木

宇宙開発委員会委員

　　　　〃

　　　　〃

運輪省電子航法研究所長

専修大学教授

郵政省電波研究所長

国土地理院長

工業技術院電子技術総合研究所長

気象庁気象研究所長

東京大学教授

日本電信電話公社理事

東京大学教授

建設大臣官房長

日本開発銀行理事

海上保安庁水路部長

科学技術庁金属材料技術研究所長

朝日新聞社（株）論説委員

文部省大学学術局長

　　　・一ろ0一

髄

嚥、

窪　田　雅　男

小　林　宏　治

斎　藤　太　一

斎　藤　成　文

斎　藤　義　郎

佐　貫　亦　男

鈴　木　文　彦

千　賀　鉄　也

千　葉　　　三

野　村　民　也

橋　口　　　収

原　田　昇左右

松　浦　陽　恵

宮　地　政　司

山　内　正　男

蘭稼鰍徽綱究所長．
宇憲開発推進会議会長

逓商産業省機械情報産業局長

東京大三教i授

郵政省電波監理局長

日本大学教授

外務省国際連合局長

経済団体連合会常務理事

科学技術庁研究調整局長

東京大学教授

大蔵省主計局長

運輸省大臣官房審議官

宇宙開発事業団副理事長

元東京大学教授

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

一ろ1一
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参考5
ポストアポロ計画懇談会作業グループ名簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（順不同）
（主査）　山　内　正

　　　　宇　田

太 田　義

本　芳

男
宏
男
三芳本岡

稔
郎
　
芳

田
　
山

夫
訪
露
彦
彦
入
直
秀
盛

俊
泰
　

利
忠
信
友
美

崎
田
伯
条
岡
山
　

岩
本

河
黒
佐
西
永
長
林
平
森

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

宇宙開発事業団入工衛星設計グループ主任開

発部員

三菱重工業株式会社航空機覆業本部宇宙機器

部付　　　　　　　　　　　　　　覇

日本原子力研究所原子炉工学部伝熱流動研究
室長

東京大学宇宙航空研究所教授

石川島播磨重工株式会社技術開発本部宇宙部

次長

科学技術庁航空宇宙技術研究所総合研究官

宇宙開発事業団システム計画部長

慈恵医大教授

日本電気株式会社宇宙開発本部長

日産自動車株式会社宇宙航空部研究課長

東京大学宇宙航空研究所助教授

東京大学宇宙航空研究所教授

三菱電機株式会社電子営業第2部部長代理

日本電信電話公社横須賀電気通信研究所複合

伝送研究部衛星通信研究室長

一ろi2一
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参考4

　スペース・シヤトル・システムに関連するスペ

～ス・ラボラトリーの開発，調達及び利用に関す

る航空宇宙局と欧州宇宙研究機構との間の了解覚

書（仮訳）
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　　　　序　　文

　　　　　アポ獄計画に続くアメリカの主要な計画、特にアメリカ合衆国政府がその

　　　施行を航空宇宙局（NAS’Al＞∴に委託している新宇宙輸送システム（スペー

　　　　ス・‘シギトル）の開発に欧州諸国が参加するよう、アメリカ合衆国政府より

　　　　申』じ入れがあり、これに従6て、欧州宇宙研究機構の加盟国である欧州諸国

　　　　は、本メペ」ス・シャトル計画に参加することを目的とて、・メペースボラボ

麟櫛ラ団一（以下Sしと略称する〉を碧…SR三部に紺舗別プロ九クト

　　　　として開発する意図を表萌したσ

　　　　　これら諸国は国際協定により、ES賞O又はその後蕊者にSL計画施行の

　　　　責任を負わせた．両機関がそれぞれの計画を施行するに当り、適切な連絡を

　　　　保ちかつ必要な調定が行な：われることを保証する為、NASAはアメリカ合

　　　　衆国政蔚めために同政府を代表して、届S鶏0は本特別プ繊ジェクトに参加

　　　　する諸国政府のためにこれら門門敵府を代表して、上記連絡及び協定を実行

　　　　する為の特別条項及び条件を設定した本了解覚書を作成した◎本了解覚書は、

　　　　上記参加函政府とアメ・リカ合衆国政府との同の本共同計面に回する協定の各

　　　　条項に従属する○㌧・

蜘
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　　　　　　　　　　　　　第1条　目　　的

　本了解覚書は、ESROがSしの第1号フライト・ユニットその他本覚書

中に記載する物品の設計、開発、製作及び引渡しを行なうこととしている共

同計画を実施することを目的とする。フライト・ユニットはスペース・シャ

トルのエレメ．ントとして組み込まれるものとする。更に本覚書は、ESRO

がSLを利用する場合及びNASAが追加のS．Lを調達する場合の手続きに

つい磯定し、スペース・シャト・噺画とSL計画とのインタ「フェ｛ス及覇

び決定すべきミッションに関するすべての問題を処理する為のNASAと鱈

SROの間の賜力機構を設立する。

も

　　　　　　　　　　　　　　第　2　条

　S：L計画、S：しとスペース・シャトルとのインターフェース及びSしの利

用の概要

1．　S：L計画の概要

　　S：L計画とは、有人の実験室モジュール及びスペース・シャトルのソル

　ティ．ミッションに澄いて研究、応用活動を行なうための諸設備を収容す

る非加圧式の難プラ。トフ＿ム（・・レ。ト）を決定し、設計し醗す鰍、

　るものである。SLモジュールとS：Lパレットは、スペース・シャトルの

　荷物室に別個に、もしくは共に搭載され、地上から軌道へまた軌道から地

　上へ運搬され、ミ。シ。ン期間中、スペース・シャトルのかビタ｝々（取

　り付けられオービターに支援される。モジュールは加圧され（乗員は通常

　服により作業可）、利用者が最：低の経費で実鹸及ひ観測設備を利用できる

　よう多用途の能力を持ち、利用者は短期間でこれを利用することが可能で

　ある。

一56一

　　パレット及び支援用の望遠鏡、アンテナその他直接宇宙環境に曝露する

　ことが必要な機器は、通常はモジュールに取り付けられ、モジュールより

遠隔操作されるが、必要な場合には直接スペース・シャトルのオービター

　に取り付けられ．オービターの乗員室もしくは地上から操作することも可能

　である。モジュール及びパレットのいずれもスペース・シャトルのオーービ

　ターの地上と軌道間の往復オペレーションをできる限り妨げないものとす

　る0

2，スペース・シャトルとのインターフェース

　　スペース・シャトルはペイrユードを地球軌道に運搬すること：ミッシ簑

　ン期聞7日間もしくぼそれ以上の閥にわたり軌道上のステーショ：ノを維持

　すること：ミッションの全期間を通じでペイ鷺一ド・エレメントの安全監

祝を行ない制御すること：SLモジュールとスペース・シャトル閲の自由

　な往来その他乗員の座席、居住性を確保すること1に使用される○囲発経

　費及び費用経費を軽減し、信頼性を向上させるため、Sしとスペース・シ

　ャトルの部品の共通性を最適とする努力を行なう。

5　使用－目的

　　S：Lは巾広い平和目的のミッションを支援し、特定ミッションのための

1特別の機器を容易に追加搭載できる。SLはできる眠り多数のエーザーが

　簡単に利用できるようなものとする。また搭萩機器については、承認され

　た計画の必要性を満足するに適切となるよう追加できる能力をもつものと

　する。利用者は単一の実験について、追加の実験板器を用いて又は追加の

機器なしにSLを用いることができ、もしくはS：しのごく小部分を他の実

　験機器と組合わせて利用することも可能である。Sしの標準的磯回は、別

　途定める標準インターフェース及び別途定める手続きを遵守する場合、程

一57一
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度を問わず利用することができる・利用者が効率的にミッションを行なう

ため．相当程度のフレキシビリティを擬器及びミソシラン構造に持たせる

ものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　マ・　’

　　　　　　　　第5条　フェ・一ズ及ひスケジュール

1。　フェーズB研究

　　現在のスケジュールによれば、SしのフェーズB（予備設計）研究は

　窪975年末頃に完了するものと期待する。

2，　フェ㍗ズC及びD

　　フェーズ：B完了時に、当事者双方は軸互に、壌8暮0がフェーズC及び

　D（最終設計、ハードウェアの開発及び製作）を即時実施することを承認

　するものとする0　　　　　1

5　完成スケジュール

　　現時点では界ペー拳・シャトルの初実用飛行は、コ9Z9年末期に行な

　われる群籍である。実験機器のインチグレ・一ション、テエ図クアウ野及び

　コンパティビリティの試騒のために必髪な時間を碓保する為、Sしのフ．ラ

　イト’・ユエットは、スペース・シャトルの初実用飛行の低ぼ1年前にNA

　SAに引き渡たすものとする。

4・スク1～斗一ルの変更

　　当事者はそれぞれ相手方に、スペース・シャト汐及びSしのスケジュー

　ルにi美1沐のあるファクター及びそれが飛行準備に及ぼす影智に関し、御手

　側に充分かつ円滑に建絡す為ものとするっ　　　、　、，、　・、ぞ

至当条　進行計画

一ろ8一

　　　　　前述のS聯卿進侮㍗吠・スケジーノ吸び作鄭アレンジメン

　　　　トの概略については、1．97，碕ア那・鮒の陽報禰の予備騨詳

　　　述されている。当事者双方は某同進行計画中多数ρ未解珠闘簿声あり、これ

　　　　は計画責儲醗展さ硬辮べきであるこ、樟講ずるρ強健は課在

　　　　恥・ッ・吸びアメリカで行な・われている予州計の結果及び利用柳要求

　　　　に関し独立で又は共同で行なう研究の結果並びにスペース、3勃ヤトルの最終

輪デフィニシ・ン及びインテグレーシ・ンの要求腿づ欧もρ歩・す．る・

禰℃

　　　　　　、過，，，．：　　第5条．双：方の責任．．

1，　起SROの責任　　　　　　∴、　　　　　域　　　　　ピ　　、

　　ESROの責任は次のと澄りである。

（。）Sしのフラ、ゴ．レー・ト1緬（SL砂べ・レとSLパレ・ト創

　　よりなる）、S∵：しのエン酵ニアリング・．モデル1個、SL地上支援i投侃

　　2式、当初のSLスペアの設計、開発及び製作並びに関係凶面疎び文書

　　の作脚N醐Aの騰即瓢亙る当該繍ρ品・瓢三二入れ瀬

　（b＞．∴上さ記iをNASAに引き渡：塗・こと。

　（c）　上記（a）に記載された以外でESROとhlASAが計画嶋三巴であるこ

　　とに合意した屯レメツ、トの殺計・開発・製作・・凡＼…　：…・＼ン　鞠

　（d＞合意された連絡員をアメリ．カに置きまた歌州に陣オ今ぜる、録ζ。

　（e＞必要なすべてのインターフェース解糖情報を提1供するζと・

　．〈f）合意ざれた進行及び現状に渕する情報を葦選挙1るこζ。．　　　拶

．㎏）上記のフ列ト・ユヤト・の引醸し後・s．L・・が2醐奪行斗ッション

　　を行なう鳳s雪持技術能力を保持しこれに必要顧金を出すこと・

　　また将来NASAの為、にN、A，S、・Aの運用上の辮：・嘩い，・、当館技騨巳力
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　　をESROに対すると同条件でNA3Aに提供することを保証すること。

（h＞　これに続くフライト・ユニット、部品及びスペアを欧州で製作するこ

　　と及びNASAがそれを調達する可能性を保証すること。

（i）本条2（」）項に定めるNASAの包括的責任の範囲内に含まれるESR

　　Oが支援する実験機器の予備的インテグレーション並びに：当該データの

　　取得及び処理

2．NASAの責任

　　NASAの責任は次のと細りである。

（a）合意された連絡員を欧州に置きまたアメリカに置かせること。

（b）一般的な技術及び管理上の諮問に応じること。

（c＞必要なすべてのインターフェース技術情報を提供する・こと。

（d）’

㊧ﾓされた進行及び現状に関する情報を提供すること。

　（¢γ進行計画中に指定された特定分野のESROの技術的進展状況を監視

　’すること。

　（f）進行計画中に定められた、NASAの計画進行要求に密接な関係を有

　　するS：しに関するESROの活動の実施状況をレビューし、実施に協力

　　すること○

＠　シャトル・システム中でS：しが満足に作動することを保証するため、

　　進行計画中に規定するところに従い、運用計画及びハードウ’エァ及び運

　　用上のイツターフエースを定めること○

　（h）運用の概念及び利用計画の作成のためにシステム分析を行ない、ESL

　　の外部インターフェースに変更がある場合、そのすべての影響を見積る

　・とと。

　αプS：しの運用に当り、S：しの一部ではないがSしの運用に必要な特定の

一40一

　　　　　　周辺機器（アクセス・トンネル・．ドッキング・ポート等）を開発するこ

　　　　　　と○嗣

　　　　（」）　Sしの引渡しの後行なわれる運用沽動に診いて、これに関する管理を

　　　　　　すべて行なう。これには実験機器のインテグレーション、乗員の訓練、

　　　　　　チェックアウト、飛行オペレーション、整備、データ取得．データの予

　　　　　　備処理及び配布を含む。

　◎　　5　本共同計画遂行上望ましい場合には、上記の責任は、NASA長官とE醗

　　　　　SRO事務局長との合意により変更することができる。

℃一一即

　　　　　　　　　　第6条調整よ連絡一レビ訟一

1．　計画責任者

　　当事者双方は、それぞ乳の本都の中で・SL計画責任者を指名した。責任

者は本共同計画の実施の責任を負い、』必要な場合は会合し連絡するものと

する占

2．　デロジ’エクト・・受ネージ》一　　　嘗∵ご

　　本共同計画遂行に当り、日常の論整を行なうため、当事者双方は責任者

　に加えてS：Lプ『ロジェクト・マネ・一ジ＝ヤーを指名する竜のとする。

5　合同S：L作業グループ（JS：LW（｝・〉』・

　　両計画責任者は、当事者双方からの適当な技術者代表をもって、合同S

t作業グループを共伺で設立する竜の：と壁為b両責任者はJSLWGの共

　同委員長となる、JS：LWGは以下を実施するための主要機構となる・

　（3）スペース・シャトル及ひS：しに関し両者がその現状につき充分にその

　　情報を得るたあに必要備轍換を行な』うこと・

　（b）　インターフェースに関連する事項及び問越並びにその解決を監視す：る
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　．．こと○　　　　　　　　　…　．、・　　　　　　　・：・

（c）当事者のうち一方の係争点又は問題で他方に影響を及ぼす恐れがある

　　ものを早期に確認するζ．とσ

（d）、問題又は要求のすべてに対して早期にアクションをとることを保証す

　　ること．0

4．連　　絡

　　当事者双方は、それぞれ双方が相互に合意したレベルの連絡代表者を派

遣し受け入れるものとする。代表者は、当事者の双方距それぞれ穂方㊧進

行状況、特にイン卵フェー級びその管理の進行状況を把握できる能力

を有する老であるものとする。、郡珊はスペース・シャトルに変更点が

　あった場合、これに対するESROの見解を述べ・その利葺を代衆するた

⑳スペース留ヤト・咬蝿理会議に代灘記する・部ROの縁は

同歯、蘇紳て発言権滅するが投票権を秘な眠NASAは同榔・

那R。のSL会謙代難話する。ES8・及びNASAは必蜘場

　合、それぞれの契約者を訪問することができ、，そのアレ／逸をする。

葛∵進捗レビユ剛、　　　　　　　’　『沼　ジ3
　　当事者双方はス尋一ス．・，シャトル及びS：L計画の作業の進捗レビ・邑㌘「を∵

行なうものとし、それぞ麟呼方にそ卿ζユー鯵加する・齢を与える

｝，二ものζする。

　　鰍畔ユーはNASA館及びESRQの事務局長がこれ師なうも

　の・とするσ臨　．．．

11、．経　　費、

第7条　資　　傘，

一42・一

　NASA及びES・R・0の双方は、本共同計画の実施に当り、分・担者の入

員の旅費及び生活費並びに当・該者の責任に属するすべての機器の輸送費を

．含む、それぞれの責任を果すに要するすべての経費を負担する。・，＼

2．　資金「の使用

　本共同計画の実施に当っては、NASA及びESR、・0は、それぞれの会計

F手続ぎ、に従うごととする6’・

5　経費に國する原則

　本共同計画に間し、勧から調達する物品の開発腰した政府の研究開

発門燈ついては、当儲のいず渦その回収を求めないものと，する・

　　　　　　　　　　　　第8条　NASAによるSしの調達

　　　1．　原　　則

　　　　　ES20がSL一励そQ伸第5条1（a）に定めた物革をNA．SAに弓1

　　　渡し嫌、NASAは、，計画遂行に必要なこの刃プの埠力噸品ρいずれ、

　　　　をも、合意できる騰とスケ：ジー・吸び合意され媛当な経鷺脚達可

　　　　能編合、船肋か磯謝ることに舗する・・N邸岬当初・羅

　　　　で機のSLを追加調達することとレ、、糞注は上記¢壌駆引渡しの最低2年

鵡　敵行なう．ものける。群口解・．トの難前に当畔豆分によ騰用経

　　　験を得憂祉権ましい一方、その価格及び製作の容易さ酸作能プコの維

　　詰持に依存することをNASAは認識、し、これに続くユヲ・ト難の…躯は

　　　，∫常に、充分に時下を取るよう努力す魚ものとする・

　　二3，，．NASAのS．レ即発（ρi旅棄　　　　　，　　　　　　　　　　．・．

　　　　　NASAは，ESROがS：L及ひその部品及びスペアーを合意さ為た仕

　　　　様とスケジューールでかつ適当な価格で響輩できないような事態に奪らない

　　　．限り、，、ESROの開、冷する当初吟S愚と．基本的に同様の設計で濠び同様の
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能力を有するSLを別個にかつ独立に闘発することを放棄する・

　　NASAは、本共同計画で開発されるSしによって満たされない要求が

発生した場合、本共同計画により蘭充されたSLを改造し・もしくはNA

　SAの要求に合致する別個のSLを製造又は調達する権利を有する・

乙　予期される要求の通告

　　NASAが．SLを根本的に変更するかもしくは全く新規のSLを製作

　するよう要求する場合には、NASAはESROに対して、当該要求に合

　致するプロポーザルを行なう機会を与えるため、前もって通告するよう努

　力する。

　　　　　　　　　　　　　第9条：事、　故

1．最初のSしが完成しない場合屯しくは仕様に合致しない場合

　　ESROが理由のいかんを問わずS・しの開発を断念する一場合。’ESRO

　が最初のスペース・シャトルの実用飛行に先立ってSしのフライト・ユニ

　ッ掛を理由の如何を問わず開発ができないか又はその他引渡すことができ

　ない場合もしくは完成されたS毛が合意された仕様及び開発スケジュール

　を満足しない場合には、NASA．のSしに関する責任は消滅し・幽ESRO

はSL隠するすべて鋼臥・・「ドウェア及び文書を無償で燵轍くN

　ASAに引渡すものとする。当該図面、ハードウェア及び文書をNASA

　が使用する権利はSL計画の完成及び運用に限るものとするδESROは

．、＿ドウェア磯し、この複製権を譲渡する権利を有しない立場にあるこ

　とを確認する。　　　　　　　　　　ド

2．追加のSしが調達不可能な場合

　　最初のフライト・ユ三・ットの後、NASAの要求するSL乱部晶及びス

一44一

オ　　　、

◎

ペアが合意された仕様及びスケジュ・一ル及び合意ざれた妥当な価格で調達

不可能な場合、NASA1は米国内に於いて、それらのユニットを製作する

　自由を有する。この目的のため、ESROは前もって、事故ベースとして

必要なライセンシングのアレンジメントを行なうものとする・

ろ．設計変更

　　ESROはスペース・シャトル変更菅理会議に代表を派遣するものと理

解されるが、NASAはスペース・シ『ヤトルの設計について、シャトルと

　§しのインターフェース又はインターアクションに影響を理趣す変更を、

　当該変更が将来のSしの設計と価格に及ぼす影響に蘭するESROの見解

　をESROから聴取し、これを考慮した後、’要求する権利を留保する。翼

　ASAはSL計画に大きな影翁を及ぼすような変更を避けることが望まし

　いことを認める。NASA及ひESROは、設計変更がスペーヌ’シャト

　ル及びsL計画に及ぼす影響に応じて、それぞれめスペース・シャトル及

　びS工、粥発契約の柱費増加を負担する・

　　　　　　第10条技術の取得及びNASAの援助

1，原　’則

（a）　庖SROは、本共同計画に従ってi業務を行なうために必要なNASA

　　の有する技術およびノーハウを得ることができるσ同様の目的で、NA

　　SAはESROの有する技術を待る～二・とができる。

　　　SL計画を完了させるためにES20及びその契約者が技術援助を要

　　請した場合、．NASAはでき廟異り便宜を図るものとする6技術援助の

　　ために技術を取得させる場合又そのよ・うな便宜を図るに際しては、アメ

　　リカの函内法及び規則に従って行なう・も’のとするポ
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（b）NASAはES耳0に対して、スペース・シャトル及びオーヒ：・ター・

　システムの設計、．開発及び利用に関する一般的情報、特にその・塾ステム

　、1を理解するに必要な情報を提供する・　　　・　　　　　　　　培

（c＞　Sしの開発及ひ製作のため以外のノーハウを含む技術の利用要求につ

　いては、ケース・バイ・ケースで考慮する。

④．NASAが容易、に提供できる程度の情報については・NA・SA・はES

　　鼠0に対し．てζれを無償で提供する。それ以外の場合には・NAS・Aは

　　できる限り好条件で提供できるよう努力する。

（・）上記醸ってノーーウ鹸轍！雛取回る搬・アメリカもしくは

　　欧州のいかなる欄人もしくは団体の所有灌はこれを侵してはならない0

2．合同で決定すべき分野

　　当事者双方は、アメゾカ．政府旗関庵しくは国民から得べきハ　ドウェア

　の調達援助の分野に囲しかできる限り早期にこれを合同で決定しなければ

　ならない0

5．援助の形態

　　NASAが合意に従い¢S：ROに対して恢跡を行な5場合・NASAは

　ESR，0に対してインハウ・ベースでこれを行なうか、もしくは・ES8

≧Q及びその契約者又はその一方をNASA㊧契約者に差し向けるものとす

：．…る。NASAは、このような援助を行なうに除しては・ノ㌘ハウよりもハ

　＿ドウェアの形態をもってこれを行なう権利を留保する・一

4．最質：管理及び受け入れ．巳．，　　　　　．　　　　　　、…ぞ

　　ESR◎がアメリカの・・一ドウェアを調達する三三、NASAはアメリ

考ρ品鰍ひ受け入れ管理及び価格菅理及び顧格監蝦貞のサービスをア

　メリカの工場内で行なわせるよう手配するζとをζ関し帆，NASAの適当な

一46一
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事務所が利用可能でかつ利用することが妥当である場合は、これを利用で

せることに合意する。’

5，輸出許可の助長

　　E’SROがノーハグを含むアメリカのハードウェ：ア文は技術を調達しよ

　うとす為場合には、これを前もってNASAに通知し、NASAはこれに

　より輸出許可発行のための手配を、アメリカの法律及び規則に従って行な

　うも國めとする。

6，米薗施設の使用’

　　本共伺計画の実施に適切かつ必要であると当事者双方が認めた捻合、｝γ

　ASAは米国政蔚あるいは政府の契約者の一方又は双方の有する施設をE

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧：☆
　SROあるらはその契約玉壷使用するに必要な手配をするため、NASA

　の適当な嘉務所を使用する。

笛11条　スペース・シャ『砂レ及びSしの開発及び利用に関する原則

柔　計「’画1

　　sL’ヒ）開発及びヨーゴッパが£1、を利用することに関し、ヨー獄ッパが

適切細事を翻すや見地から・岬舗子㌻ぢ．帰畷ひsや
　の利用要求を計画するk際しては、欧州調はこれに趨宜参加するものとす

為．代表派遣及び’これに醗する議をゆ厩はこ縫舗で行なうこ

乏とし、NASAとE6koの向の協定に従って行なうものとする。

2．乗　　員

　　ESROもしkはSL計画及び老の利用プロジェクトに参加する政府が

行なう飛行プロジ土クトに：関’Aして、それらは乗員を参加させる機会をも

　つものとする6最初のsしの飛行の際には、乗負のうち1名を欧州の乗員

一47一
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　とすることを期待する。

5　最初のSL飛行ユニットの利用に関する特別条項

（a）スペース・シャトル・システムのオペレーション及び管理の完全性を

　確保するため、最初のSしがNASAに引渡された後に診いては、NAS

　　Aはδしの平和目的のための利用の最終決定を含むSしに関するすべて

　　の管理権を持つものとする。

0り）最初のSLユニットの初飛行に関しては、そのシステムの試験はNA

　　SAの責任とする。最初のユニットの実験目的は、共同ベースで、合同

　　で計画する。その後当該Sしが使弔できる限りの期闇そμと共同で俊用

　　することを推進する。この際は必要経費の支弁を排除しないものとする。

　　　それ以外にはNASAは無料で自由に最初のSLを使用できる。

（c）NASAは最初のSしに対して、希望通りの改造を加えることかでき

　　る。NASAが当該ユニットに大幅な変更を加えることが望ましいとの

　結論に至った場合、これについて封S嵐0と討議」’、ESROに改透キ

　　ソトを提供する磯会を与えるものとする。小さい変更点についてはコン

　　7イギレーション管理ρ手続きによるものとし、情報交換を遍切に行な

　　うものとするρ

4．最初のユニット以降のSしの利用及びその手続き

　　最初のSLミッション以降の．SLを用いたスペ轡ぢ・シャトルのオペレ

　ーシ・ン及びその利用について最終的な条項・条件を決定するの妹時期早

尚であるが、以下の原則が適用されるものと期待する。

（a）．、N春SAはスペース・シャトルを共同（無料｝）：，もレくは経費宰弁”式

　．でS聡ツシ・ンのために使用させる・奪者の場合・要求される経賃は

　　必要な打上げ経費の他インテグレーション、チェックアウト、乗員訓練、

一48一
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・データ粗処理、データ処理及び配布等を含むものとし、これに限らない。

（b）ESRO及びSL計画に参加する政府の宇宙ミッシ．ヨ囁ンに関しては、

　NASAは、本共同計画のもとに開発されたSLを経費支弁方式により

　実験又は応用目的に使用したい旨、ESRO1及びSL計画参加国政府よ

　り申し入れがあった場合、ES・BOが本共同計画に参加したことを認識

　し、第う国に優先し、それがペイロード又はスケジュール上の制限があ

　る場合に正当であることを考慮して、当該者に対して使用便宜を与える

　こととする。共同飛行に対して提案された下下及び応用については、N

　ASAは、NASAの一貫した政策に従って、そのメリットを考慮して

　決定する。

　　ESRO及びSL計画参加幽政府からの申し入れについては、その’メ

　リントが最低限第5囲からの申：し入れと同等である場合には、これに優

　先権を与える。：ESRC及びSL計画参加国政府は、その共同計画申し

　入れに関するメリットの判定に除し、その見解を表明する搬会を与える

　ものとする。

　　　　　　　　　　第12条’・公　　幽報・

　当事者双方は、本共同計画に関連し、それら自身の努力に係る成果を公表

できる◎しか七ながら、その公表しよケとするものが他方の責任下にあるも

のであるかもしくは他方の活動に関連する場合には、その公表についてあら

かじめ調整するものとする。

　　　　　　　　　第15粂　特許及び専有情報

当事者双方およひその契約者の有する特許及び占有情報のrもくは双方に

一49一
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欄するすべての権利は、その獲得が本了解覚書の日付の前であるか後であ¢

るかに拘ら．ず侵されない。本共同計画を成功裡に実施する為、特許及び占

有情報ρ移卸を行なわなければならないことを双方が相互に決定した場合、r

これは関係’煮4）権利を十分に認識し確保する為の取決に基づきなされ』るもの

とする・更に、本了解覚書により当事者双方に課せられた義務を遂行する為、

当事者双方はそれに必要な権利をその契約者から、関連国内法規に従うて獲

得するものとする○

　　　　　　　　　　，　第14条　紛争の解決

1・本共同計画の各条項の解釈あるいは実施に関して発生したいかなる紛争’

　も、その解決はNASA長窟及びESR◎事務局長にゆだねられる。

2・NASA長官とESRO箏務局長が紛争を解決することができない場合、・

　その紛争の纏決は他の癬決方式あるいは合意された仲裁方式にゆだねら況

　る○

　　　　　　　　　　　　第15条　期　　　限

　本了解覚え著は1985年1月1日まであるい1ぼSしの最初の飛行の日か

ら少ぐども5壌輌効力を有する。本了解覚書は、1985年1丹1日以前あ、

るいは上記の“5年財の終了時期以前にNASAあるいはES8◎が有効期限ト

の鶴を酷し妙脚碑艇長勲る・その後は・糠二方の舗囮，

より期限を延長することができる○

　　　　　　　　　　　第16条・発　　・二

本了解覚書は、NASA長官とESRO事務局長が署名し、馳本共同計画に

一5、0一

縛

参加する欧州諸国政府と米国政府との繭の本共同計画に虜する協定の規定に

基づき確認された時、効力を生ずる。

1975年9月24日

署名　ES冠O　H◎cker事務局長

　　　NASA　F1就cher長官
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